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「「監査役等と監査人との連携に関する共同研究報告」の改正について 

（公開草案）」に対するコメントの概要及び対応について 
 

平 成 3 0 年 １ 月 2 5 日 

公 益 社 団 法 人 日 本 監 査 役 協 会 

日 本 公 認 会 計 士 協 会 

 

１．コメントの対象となった公表物の名称及び公表時期 

 

監査役等と監査人との連携に関する共同研究報告の改正について（公開草案）（平成 29年 11 月 20

日） 

 

２．コメント募集期間 

平成 29 年 11 月 21 日（火）～平成 29 年 12 月４日（月） 

 

３．公開草案を踏まえた公表物の公表時期 

平成 30 年１月 25 日（木） 

 

４．主なコメントの概要とその対応 

以下は、主なコメントの概要と日本監査役協会及び日本公認会計士協会の対応である。 

「コメントの概要」には主なものを記載しているが、以下に記載されていないコメントについても、日

本監査役協会及び日本公認会計士協会で検討を行っている。 

「コメントの概要」には、文章表現のみに関するものについては、記載していない。 
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「監査役等と監査人との連携に関する共同研究報告」公開草案に対するコメントへの対応 

 

№ 項番号等 コメントの概要 コメントへの対応 

１ 全般 監査役は、監査人に対する選任・解任権と報酬の同意権を有しており、会社

法上・金商法上、監査人よりも上の優位な立場に位置付けられている。このよ

うな法制度下では、監査役と会計監査人の間で情報の非対称性が生じがちであ

る。つまり、監査役のコミュニケーションの実務において会計監査人→監査役

に報告することはあっても、監査役→会計監査人に情報が提供されることが、

少なくなってしまう現実がある。従って、監査役と監査人の連携に関する共同

研究において、もっと積極的に監査役から会計監査人に 

 業務監査で重点的に検討した事項（業務監査手続、プロセス） 

 業務監査の結果 

 業務監査上検出した事項 

 業務監査で知り得た情報 

 業務監査で認識したリスク など 

について報告するように推奨（或いは義務付ける）した方が良いのではない

か。 

会計監査人と監査役の情報が対称性を持つように本研究報告において配慮

し、監査役監査基準にも反映させるべきだと考える。そのことによって、会計

監査をより深化させて品質を向上させることができ、形骸化しがちな監査役の

業務監査の実質化、改善に繋がると考えられる。 

本研究報告は両協会で公表している実務指針等を基礎と

しており、双方向のコミュニケーションを推奨・促進するた

めに策定しております。本研究報告では、４(3)②において

監査役等の監査の要点や、監査役等が監査人の監査に影響を

及ぼすと判断した事項をコミュニケーションの対象として

掲載していることから、本研究報告への修正は行っておりま

せん。ただし、監査役等と監査人との間のコミュニケーショ

ンが深まるよう、両協会で今後も継続して検討してまいりま

す。 

２ 全般 

内部監査と

の連携につ

いて 

 

公開草案は、すでに行われた本研究報告をベースにしていることは理解して

いるが、監査役協会から「会計不正防止における監査役等監査の提言－三様監

査における連携の在り方を中心に－」が公表されており、内部監査との連携に

ついて、もう少し項目や記述が追加されてもよかったのではないか。今後、監

査役協会が連携に関する実務指針の改正版を作成するとの期待もあるので、そ

の前提として、本研究報告の中でもう少し関連する「項目」の追加があるとよ

いのではないか、と思料する次第である。 

本研究報告は、監査役等と監査人との間の連携を主題とし

ているため、内部監査との連携については、その重要性に触

れる程度にとどめております。ただし、ご指摘を踏まえ、本

文１(3)において、監査役協会が公表した「会計不正防止に

おける監査役等監査の提言－三様監査における連携の在り

方を中心に－」への参照（注３）を付しました。 



 
 

3 
 

№ 項番号等 コメントの概要 コメントへの対応 

３ 全般 

 

公開草案では、会社法改正、コーポレートガバナンス・コード、監査法人の

ガバナンス・コードについての記述が追加されているが、これ以外に「会計監

査の在り方に関する懇談会」提言についても、簡潔に言及することが適当では

ないか。 

１(2)において、「会計監査の在り方に関する懇談会」の提

言には様々な項目が含まれており、その内容を伝達すること

が本研究報告の目的ではないことから、当該提言に基づき監

査法人のガバナンス・コードが策定された旨記載しました。 

４ １．(2)本

研究報告公

表までの経

緯と背景 

「１(2)本研究報告公表までの経緯と背景」の内容は、当初の共同研究の公

表の背景に加え、その後の改正の背景の記述が追加されてきたことから、わか

りにくくなってきているようにも思われる。わかりやすさの観点から、小見出

しを追加して内容の整理を図るなどをすることを検討してもよいのではない

か。 

ご指摘を踏まえ、前回までの経緯と、今回の経緯を示す小

見出しを設けました。 

５ １．(2)本

研究報告公

表までの経

緯と背景 

「監査役等が会計監査人の報酬等について同意をした理由を事業報告に記

載することなど…」の箇所は、会社法改正に関する説明であり、すべての会社

において事業報告への記載を義務付けられたように誤解するおそれがあるた

め、会社法施行規則第126条本文（ ）書きに基づき、直前に「公開会社におい

ては」を挿入してはどうか。 

ご指摘のとおり、修正しました。 

６ １．(2)本

研究報告公

表までの経

緯と背景 

公開草案で追加された２頁目の第４段落の第３行目では「監査法人が被監査

会社の経営幹部及び監査役等と監査上のリスクの共有等を通じた」とあるが、

例えば、「監査上のリスクの共有等」とある箇所は、「監査上のリスクの認識や

理解の共有等」（下線部分の追加）に変更すべきではないか。 

ご指摘のとおり、修正しました。 

７ １．(3)本

研究報告の

位置付け  

１(3)の第１段落において、「企業統治の一翼を担い～」と記載されている箇

所について、全体の「コーポレート・ガバナンス」の表記のなかで、統一した

ほうが良いのではないか。 

本文中、「注２」は監査基準委員会報告書 260 を引用して

いるため、原文どおり「企業統治」としましたが、それ以外

で使用している箇所は、ご指摘のとおり、「コーポレート・

ガバナンス」に修正しました。 

８ １．(3)本

研究報告の

位置付け 

１(3)の第４段落において、「各社の業容・規模など各社を取り巻く環境に応

じ…」の箇所において、「各社の規模・業容」が「各社を取り巻く環境」と扱

われるのにはやや違和感を覚えるため、特段の理由がなければ、例えば「各社

の業容・規模や各社を取り巻く環境に応じ…」としてはどうか。 

 

ご指摘のとおり、修正しました。 
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№ 項番号等 コメントの概要 コメントへの対応 

９ ２．監査役

等と監査人

との連携と

効果 

「２ 監査役等と監査人との連携と効果」前文の第１段落（新旧対照表４頁）

では、監査人の選解任等の議案の決定権について記述が追加されているとこ

ろ、監査報酬の同意権についても言及があってもよいのではないか。 

２頁目（「１ はじめに」）では同意をした理由の事業報告への記載について

言及されているところであり、会計監査人の独立性の確保に関して、選解任議

案の決定権と同様に監査報酬にかかる規律（同意権よりは、決定権が望ましく、

海外法制との比較で再検討が妥当な論点である。）が重要であるのは明白であ

り、連携の問題において欠かすことはできない。また、同意権を適切に行使す

るうえで、会計監査人の監査計画及び監査の実施状況についての理解や評価が

必要である点でも、監査役等と会計監査人の連携の有り方と直結する問題と考

えられる。 

ご指摘の趣旨を踏まえ、「２．監査役等と監査人との連携

と効果」の第１段落において、監査報酬の同意権を追加しま

した。 

また、監査人の選解任の議案決定権及び報酬への同意権の

適切な行使に関するコーポレートガバナンス・コードの原則

４－４を加筆しました（コメント№12と併せて修正）。 

10 ２．監査役

等と監査人

との連携と

効果  

２の第２段落において、「…連携の目的としては会計監査の観点にこだわる

ことなく…」と記載している箇所について、何を想定しているのか例示が必要

ではないか。 

同段落は、監査人による会計監査と監査役等による業務監

査の間の関係性を述べたものであり、業務監査における重点

は会社により様々であることから、具体的な例示までは不要

と考えております。 

11 ２．監査役

等と監査人

との連携と

効果 

表現だけの問題であるが、「２ 監査役等と監査人との連携と効果」前文の第

３段落の第 1文「監査役等と監査人との適切な連携には相互の信頼関係を基礎

としながら、相互の改善点などについて随時意見交換を行うなど、緊張感のあ

る協力関係の下で両者の有効な双方向のコミュニケーションを図ることが不

可欠である。」という部分について（４頁）、要望事項の伝達やフィードバック

の提供が有用であることを明示的又は間接的にわかるような表現としておく

ことがよいのではないか（又は実務指針において、「双方向のコミュニケーシ

ョン」として具体的にどのようなことが有用と考えられるかが示されると便宜

ではないかと考える次第である）。 

監査役等と監査人が相互に要望事項を伝達し、フィードバ

ックを提供することが有用であると考えておりますが、ご指

摘の趣旨は「有効な双方向のコミュニケーション」に既に含

まれており、本研究報告全体を通じて促進しようとしている

点でもあります。例えば、「双方向のコミュニケーション」

の具体的な事項は、４に例示しており、それぞれについて両

者で協議を深めることが想定されています。 

 

12 ２．監査役

等と監査人

との連携と

「２③その他の規範における規定」において、コーポレートガバナンス・コ

ードにおける規定が記載されているが、ここで、原則４－４（監査人の選解任・

報酬に関する部分）にも言及しておくことが適切ではないか。 

ご指摘を踏まえ、２の第１段落において、コーポレートガ

バナンス・コードの原則４－４を加筆しました（№９と併せ

て修正）。 
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№ 項番号等 コメントの概要 コメントへの対応 

効果 ③  

 また、監査法人のガバナンス・コードにおける規定に関して、指針５－３は

積極的な意見交換をすべきことを規定しているところ、監査法人が積極的に意

見交換すべきとされる「被監査会社」には監査役等をも含むと考えられる以上、

指針５－３についても言及することが適当ではないか。 

 

ご指摘を踏まえ、監査法人のガバナンス・コードの指針５

－３の前段を加筆しました。 

13 ２．監査役

等と監査人

との連携と

効果 ③ 

監査法人のガバナンス・コードは、全ての監査法人に適用されるわけではな

いということが必ずしも配慮された記載となっていないのではないか。特に、

５－１を引用しているが、全ての監査法人がいわゆる透明性報告書を発行して

いるような誤解を生まないか。 

ご指摘を踏まえ、監査法人のガバナンス・コードは全ての

監査法人に一律に適用を義務付けられているものではない

旨を追加しました。 

14 ３．監査役

等と監査人

との連携の

方法、時期

及び情報・

意見交換事

項 

「監査役等と監査人は、コミュニケーションに際して関係者全員に適切に情

報が伝わるよう努める。具体的には、監査役等は、監査人の業務執行責任者に

情報が伝わるよう配慮し、監査人は、常勤監査役のみならず、必要な場合は監

査役会・監査委員会・監査等委員会とコミュニケーションを行うよう配慮す

る。」とあるが、下線部分は「監査役等」とすべきではないか。 

ここでの趣旨は、常勤監査役等だけではなく、全ての監査

役、監査委員又は監査等委員にコミュニケーションを行う必

要がある場合があることを想定した表現であるため、修正し

ておりません。ただし、監査（等）委員会の場合にも常勤者

が設置されていることがあるため、「常勤監査役」を「常勤

者」に修正しました。 

15 ３．監査役

等と監査人

との連携の

方法、時期

及び情報・

意見交換事

項 

公開草案での追加個所の末文に「なお、内容によっては、経営者を含めた協

議も有効である。」とあるが、これはどのような場面を想定しているのか。こ

こは、一般的に言われているところの「監査役等と経営者の協議」や「監査人

と経営者の協議」とは異なり、経営者を対象に含む監査を実施する前提として

監査役等と監査人が交換する情報提供の範囲等を協議する（３②③）場面であ

ると思われるが、その際に監査の対象である経営者が「参加」する場面という

のは、ややイメージしづらい。経営者に対する「インタビュー」を踏まえて情

報提供の範囲を協議する、というのであれば理解しやすい。趣旨の簡潔な説明

をお願いしたい。 

 

監査人と監査役等との情報提供の範囲等の協議の場面で

はなく、コーポレート・ガバナンス、内部統制又は業務プロ

セスの課題に対応し必要な是正を行う責任は経営者が負う

ことから、状況によっては課題の抽出及び是正に関して経営

者も含めて検討を行うことが有効と考えられるため記載し

たものです。ご指摘を踏まえ、趣旨がより明確になるように、

加筆・修正しました。 
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№ 項番号等 コメントの概要 コメントへの対応 

16 ４．連携の

時期及び情

報・意見交

換すべき基

本事項の例

示 

「４ 連携の時期及び情報・意見交換すべき基本的事項の例示」の中で、内

部通報や監査法人に対する通報に関する情報を監査人や監査役等に伝達する

ことを追記しておくことを検討してもよいのではないか。すでに記述されてい

るところで包含されているともいえるとしても、明示的に示すことは有用であ

り、例えば、具体的には、監査人（又はその子会社等の監査を担当するネット

ワークファーム）への通報があった場合に監査役等に伝達することや、監査役

等が把握した内部通報に係る情報を監査人に伝達すること（いずれもすべて伝

達すべきという趣旨ではなく、伝達が適当と判断されるものを適切な時期に伝

達するという趣旨）を、①の「違法行為又はその疑い」（又は②の関連個所）や

⑦の「不正、違法行為及びそれらの疑い」の「疑い」の後に、括弧書きで追記

しておくことも有用ではないか。 

被監査会社の内部通報制度や監査法人が設置している外

部からの通報を受ける窓口は、いずれも、被監査会社の会計

及び監査に関する情報源として有用であると認識していま

すが、両協会の公表している実務指針等で明示的に通報への

対応をそれぞれ示していること、及び通報に基づく情報が監

査におけるリスク評価に影響を及ぼす可能性がある場合は、

監査計画又は随時の意見交換に包含されることから、本研究

報告においては、別に項目を設けることはしておりません。 

例えば、不正リスク対応基準及び監査基準委員会報告書

240「財務諸表監査における不正」において、不正による重

要な虚偽表示を示唆する状況として、内部通報に係る状況は

例示されております。 

17 ４．(1)監

査契約の新

規締結時 

「(1)監査契約の新規締結時」に、海外子会社を有する会社の監査役等は、

新任の会計監査人候補の提携先ネットワークファームや現行の海外子会社の

監査人との連携体制についても、通常はチェックするはずではないか。そうで

あるならば、４(1)においても、関連する事項の追記をするか、又は(2)に追記

若しくは新たに項目を追加することが適切ではないか。  

ご指摘を踏まえ、４(1)①において、以下のように下線部

を加筆しました。 

○ 監査チーム組成に際しての考え方と当該年度の監査チ

ーム編成（グループ監査の体制を含む。） 

 

18 ４．(2)監

査契約の更

新時、(3)

監査計画の

策定時 

監査契約更新に当たっては、再任の決定後に監査計画、報酬提示となってい

るが、再任の決定時に少なくとも概要（見積）の提示がなされるよう追加記載

すべきではないか。 

実務上、様々な対応が行われていること、監査契約締結前

に監査計画を立案することを一律に求めるかのような誤解

を生じかねないことから、個々の状況に即して対応すべき事

柄と考えております。 

19 ４．(5)期

末監査時 

「４(5)期末監査時」の「①監査人による企業集団を含む監査の実施状況」

は端的に「監査人によるグループ監査の実施状況」と言い換えてもよいのでは

ないか。 

 

ご指摘を踏まえ、監査人のグループ監査に関連する項目の

表現を見直し、修正しました。なお、監査役の監査体制に関

する記載は、会社法上の表現を用いていることから、「企業

集団」という表現のままとしております。 
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№ 項番号等 コメントの概要 コメントへの対応 

20 別紙２ 

〇その他 

 

〇その他 

－「監査役等への品質管理レビューの結果の通知及び公認会計士・監査審査会

の検査結果の開示について」（平成 25 年 10 月４日）は、役割が終了してお

り、注３において監査基準委員会報告書 260 の内容に改正されているので、

平仄を合わせる必要があるのではないか。 

－期末監査期間の確保は、監査の品質向上にとって重要な課題であり、監査役

等と監査人との間のコミュニケーションの重要な項目であると考えられる

ことから、期末監査期間の確保に関する日本公認会計士協会の会長声明（「十

分な期末監査期間の確保について」（平成 29年 12 月８日））を加えてはどう

か。 

 

 ご指摘のとおり、削除しました。 

 

 

 

 十分な期末監査期間の確保に関する日本公認会計士協

会の会長声明を追加しました。 

併せて、「４(3)監査計画の策定時」の項目を見直しました。 

○ 往査先（事業所・子会社等）、往査時期及び監査日数、

監査従事者数 

・・・ 

○ 監査スケジュール（特に期末監査期間）、監査時間の見

積り及び監査報酬額に関する事項 

 

 

以  上 


